
2．2 福祉避難所の指定  

2．2．1福祉避難所の指定要件、指定目標の設定  

ロ 都道府県、市区町村は、福祉避難所の対象となる者の数や現況等を踏ま妻  
え、福祉避難所の指定要件、指定目標を設定する。これらについては各  

地方公共団体が定めるものであるが、例えば、以下の要件が考えられる。   

○ 施設自体の安全性が確保されていること。  

・ 原則として、耐震、耐火構造の建築物であること。［地震、火災］  

・原則として、土砂災害危険箇所区域外であること。［土砂災害】  

・浸水履歴や浸水予測等を踏まえ、浸水した場合であっても、一定  

期間、要援護者の避難生活のための空間を確保できること。［水害］  

・ 近隣に危険物を取り扱う施設等がないこと。   

○ 施設内における要援護者の安全性が確保されていること。  

・ 原則として、バリアフリー化されていること。  

・ バリアフリー化されていない施設を指定する場合は、障害者用ト  

イレやスロープ等設備の設置、物資・器材の備蓄を図ることを前  

提とすること。   

○ 要援護者の避難スペースが確保されていること。  

・要援護者の特性を踏まえ、避難生活に必要な空間を確保すること。  

□ 福祉避難所の対象となる要援護者の状態に応じて適切に対応することが  

できるよう、例えば、以下のように、福祉避難所の機能を．段階的・重層  

的に設定することも考えられる。   

○ 地域における身近な福祉避難所（としての機能）  

・ 災害時にすぐに避難できる身近な福祉避難所として、指定避難所  

（′J、・中学校、公民館等）等の中に、介護や医療相談等を受ける  

ことができる空間を確保することを想定。専門性の高いサービス  

は必要としないものの、通常の指定避難所等では、避難生活に困  

難が生じる要援護者が避難。   

○ 地域における拠点的な福祉避難所（としての機能）  

障害の程度の重い者など、より専門性の高いサービスを必要とす  

る要援護者で、地域における身近な福祉避難所では避難生活が困  

難な要援護者を、施設・設備、体制の整った施設に避難させるこ  

とを想定。  
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・老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等を想定。  

□ 福祉避難所の指定目標については、要援護者や同居家族の生活圏やコミ  

ュニティとのつながりに配慮し、設定することとするが、少なくとも、  

地域における身近な福祉避難所については、小学校区に1箇所程度の割   

合で指定することを目標とすることが望ましい。  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 指定避難所の整備状況や地域の要援護者の状況等を総合的に勘案し、指  

定要件、指定目標を設定する。  

○ 福祉避難所の対象となる者の数は常に固定しているものではないので、  

福祉避難所の指定・整備にあたって要援護者1人あたり面積を設定する  

必要があると判断した場合は、指定日標を設定する際の目安として定め  

ておく。（なお、1人あたり面積については、目標値も実際の面積も地方   

公共団体により様々であるが、概ね2～4Ⅰ正／人が多い。）  

2．2．2 福祉避難所の指定  

□ 都道府県、市区町村は、福祉避難所として利用可能な施設に関する情報   

及び福祉避難所の指定要件等を踏まえ、福祉避難所として指定する施設  

を選定し指定する。  

□ 民間の社会福祉施設等の場合は、福祉避難所の指定に際して、市区町村  

と当該施設管理者との間で十分調整をし、福祉避難所の指定に関する協  

定書を締結する。  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 特別養護老人ホーム等の入所居住型施設については、災害時において福   

祉避難所として利用した場合に、入所者の処遇に甚大な支障が生じない  

かどうか確認する。  

○ 域内の福祉避難所で対応困難になった場合、域外の福祉避難所等に一時   

的に要援護者を避難させることも想定されることから、近隣の都道府県   

及び市区町村並びに関係団体との協力関係を構築しておく。  
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3 福祉避難所の周知  
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3．1福祉避難所の周知徹底  

□ 都道府県、市区町村は、あらゆる媒体を活用し、福祉避難所に関する情   

報を広く住民に周知する。特に、要援護者及びその家族、自主防災組織、  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 広報活動や訓練を通して、広く住民に福祉避難所について周知を図り、   

理解と協力を求める。要援護者とその家族に対しては、広報活動のほか、  

民生委員や保健師の活動、支援団体を通じて周知を図る。  

○ パンフレットやハザードマップ等を作成するにあたっては、点字、音声 、  

イラストを用いたり、文字を大きくするなど、要援護者が理解しやすい  

よう工夫を図る。  
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4 福祉避難所の整備  

4．1福祉避難所の施設整備  

□ 都道府県、市区町村は、施設管理者と連携し、当該施設が福祉避難所と  

して機能するための必要な施設整備を行う。   

・段差の解消、スロープの設置、手すりや誘導装置の設置、障害者用  

トイレの設置など施設のバリアフリー化   

・通風・換気の確保   

・ 冷暖房設備の整備   

・情報関連機器（ラジオ、テレビ、電話、無線、ファクシミリ、パソ  

コン、電光掲示板等）   

・ その他必要と考えられる施設整備  

◆ 実施にあたってのポイントー留意点  

○ 在宅酸素療法を必要とする呼吸器機能障害者などを受け入れる場合は、  

電源の確保が必要である。また、介護、処置、器具の洗浄等で清潔な水  

を必要とすることから、水の確保が必要となる。  

○ 避難所において、要援護者の不安を取り除くとともにニーズを把握する  

ためには、情報を確実に伝達したり、コミュニケーションを確保するこ  

とが重要となる。要援護者に対して円滑な情報伝達ができるように、多   

様な情報伝達手段を用意することが必要であり、各避難所には最低限、  

ラジオとテレビ、筆談用の紙と筆記用具を準備しておくとともに、文字   

放送対応テレビやファクシミリの確保にも努める。  
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5 物資■器材、人材、移送手段の確保  

5．1物資・器材の確保  

伽m・伽′脚ノ／′州叫”’ナ槻 肋 ■W  

㌍㈹“仙て‘脚一助‘‘血細く間 毒口 都道府県、市区町村は、施設管理者と連携し、福祉避難所における必要蔓  
な物資・器材の備蓄を図る。  

【物資・器材の例】   

・ 介護用晶、衛生用晶   

・飲料水、要援護者に配慮した食料、毛布、タオル、下着、衣類、  

電池  

・ 医薬品、薬剤  

■ 洋式ポータブルトイレ、ベッド 、担架、パーティション   

・車いす、歩行器、歩行補助つえ、補聴器、収尿器、ストーマ用装具、  

気管孔エプロン、酸素ボンベ等の補装具や日常生活用具等  

□ 都道府県、市区町村は、物資・器材の備蓄のほか、災害時において必要  

とする物資・器材を速やかに確保できるよう、物資・器材の調達先リス   

トを整備し、災害時に活用できるようにしておく。また、関係団体・事  

業者と協定を締結するなどの連携を図る。  

◆ 実施にあたってのポイントー留意点  

○ 物資・器材の備蓄については、災害発生当初の段階ですぐに物資・器材  

を調達することは困難であると想定されることから、一定程度の備蓄に   

努めることとし、あわせて災害時において速やかに調達できるよう、協  

定締結など事前対策を講じておく。  
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避難所における備蓄  

ア 避難所として指定した施設には、あらかじめ応急的に必要と考えられる   

食料・飲料水、生活必需品等を備蓄しておくことが望ましいこと。  

イ この場合、避難所に予定される施設は、他の用途に使用されていること  

から、施設の管理者等の理解を得た上で実施すること。  

ウ 避難所における都道府県の備蓄については、基金による分散備蓄と認め  

られるので、基金を活用しての備蓄について検討すること。  

資料‥「大規模災害における応急救助の指針について」（平成9年6月30日 社援保第122号  

各都道府県災害救助法主管部（局）長宛 厚生省社会・援護局保護課長通知 改正 平  
成19年6月1日 社援総発第0601001号）  

5．2 人材の確保  

□ 都道府県、市区町村は、要援護者の避難生活を支援するために必要とな  

る専門的人材の確保に関して、支援の要請先リストを整備するとともに、   

関係団体・事業者と協定を締結するなど、災害時において人的支援を得  

られるよう連携を図る。  

ロ ー般ボランティアについては、防災ボランティア養成講座の開催や訓練   

を実施するなどし、ボランティア養成に取り組むとともに、災害時にお   

ける福祉避難所への一般ボランティアの受入方針について検討してお  

く。  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 専門的人材の確保については、自治体間の相互応援協定による職員派遣   

のほか、社会福祉協議会等の関係機関、社会福祉施設の職員やそのOB、   

障害者・高齢者等の支援団体、専門家・専門職能団体等と平常時から連   

携を確保しておく。  
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5．3 移送手段の確保  

□ 都道府県、市区町村は、地域における身近な福祉避難所から地域におけ  

る拠点的な福祉避難所への移送（福祉避難所間での移送）、あるいは福祉   

避難所から緊急に入所施設等へ移送することに関して、要援護者の状態  

に配慮した適切な移送手段を確保できるよう、福祉車両、救急車両、  

般車両等の調達先リストを整備する。  
L少〃仙′ソ√．′咄岬，（  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 自宅から福祉避難所への避難、指定避難所から福祉避難所への避難等に  

ついては、原則として、要援護者及びその家族が、自主防災組織、民生   

委員、支援団体、地方自治体職員等による支援を得て避難することとす  

るが、一人ひとりの要援護者に対して複数の避難支援者を定める等、具   

体的な避難支援プランを作成しておくことが重要である。   

地域における身近な福祉避難所で対応が困難になった要援護者を、地域   

における拠点的な福祉避難所に移送する場合や、緊急に入所施設等へ移   

送する場合については、福祉避難所として指定した施設の管理者等と協   

議し、方針や計画の策定、移送手段の確保策を検討しておく必要がある。  
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福祉避難所への避難について  

（ウ）福祉避難所への避難に際しては、本人又はその家族が、民生委員及び地   

域住民等の協力、並びに地方自治体職員等の支援を得て避難することを  

原則とすること。  

また、必要に応じ、福祉避難所を設置する施設等の協力を得て、当該施   

設の職員が介助して避難させる方法を別途定めておくことも差し支えな  

いが、当該施設等に過度の負担を課すことは厳に慎むこと。  

なお、福祉避難所への避難に際して、やむを符ない事情のため福祉避難   

所への避難のために必要な貸金職員を雇い上げる場合は、福祉避難所の   

経費ではなく、応急救助のための賃金職員等雇上費として整理すること。  

（エ）福祉避難所の対象者は固定的でないので、対象者をあらかじめ把握して   

いないときには勿論、あらかじめ把握しているときにも、被災直後の混   

乱期から定期間を経過した後には、避難所に対象者が避難していないか   

調査すること。  

（オ）福祉避難所の設置を予定したときには、避難所と福祉避難所間（避難所   

から福祉避難所へ、また、福祉避難所から避難所へ）の対象者の引き渡  

し方法等についてあらかじめ定めておくことが望ましい。   

なお、高齢者、障害者等の救助に当たり特別な配慮を要する者の避難支   

援については、「災害時要援護者の避難支援ガイドライン（平成18年3月   

災害時要援護者の避難対策に関する検討会）」が定められているので、こ   

れを参考にされたいこと。  

資料：「災害救助の運用と実務一平成18年版－」（災害救助実務研究会編）から抜粋  
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災害時要援護者の「避難支援プラン」について  

（1）全体イメージ   

避難支援プランは、市町村の要援護者支援に係る全体的な考え方と要援護者一  

人ひとりに対する個別計画（名簿・台帳）で構成すること。   
全体的な考え方には、対象者の考え方（範囲）、支援に係る自助・共助・公助  

の役割分担、支援体制（各部局、関係機関等の役割分担）等について、地域の実  
情に応じ記述すること。   

個別計画は、共有した要援護者情報を基に作成すること。その際、要援護者本  

人も参加し、避難支援者、避難所、避難方法について確認しておくこと。そして、  
個別計画は、要援護者本人とともに、避難支援者、要援護者本人が同意した者（消  
防団員・警察等の救援機関、自主防災組織等）に配布すること。   

（2）避難支援者の定め方   

市町村は、自助、地域（近隣）の共助の順で避難支援者を定め、地域防災力を  
高めること。   

また、人工呼吸器、酸素供給装置等を使用している在宅の難病患者等に対して  

は、保健所、消防署、病院など関係する機関と連携し、避難支援者とともに、病  
院等への搬送などの避難計画を具体化しておくこと。   

さらに、避難行動要支援者について、市町村は、関係機関（消防団員、警察の  
救援機関を含む。）、自主防災組織、近隣組織、福祉サービス提供者、障害者団体  
等の福祉関係者、患者搬送事業者（福祉タクシー等）、地元企業等の様々な機関  
等と連携を図り、避難支援者の特定を進めること。   

なお、避難支援者等は要援護者との信頼関係の醸成に努めること。   

（3）個別計画の更新・管理等   

市町村は、適宜訓練や確認作業を実施するとともに、関係機関共有方式を活用  
しつつ、登録情報の更新を行うこと。また、各種災害や避難についての要援護者・  
避難支援者の理解を深める取組を進めること。   

社会福祉協議会、民生委員、福祉サービス提供者、障害者団体等の福祉関係者  
は、災害時要援護者支援班と連携しつつ、登録情報の更新、避難訓練への参加、  
要援護者等の理解促進を進めること。   

一方、個別計画は、要援護者が同意した者以外が閲覧することのないよう、市  

町村や関係者は、電子データで保管する場合はパスワードで管理し、紙媒体で保  
管する場合は施錠付きの保管庫に保管する等、情報管理に配慮すること。   

（4）個別計画の活用   

発災時、市町村は、消防団、自主防災組織、福祉関係者等と連携しつつ、個別  
計画を活用し、避難準備情報等を要援護者及び避難支援者にまで確実に伝えるこ  
と。また、避難所等での安否確認や避難所生活の支援に活用すること。  
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平常時、市町村等は、避難支援体制の整備に向けた取組に活用すると矛ともに、  
ハザー ドマップ、避難場所等を地図情報（GISを含む。）と組合せ、現状と課題を  

視覚的に把握することが効果的なことにも留意すること。災害時に限られた人員  
を効果的に投入し、戦略的な避難支援を実施できるように整理しておくこと。  

盈艶支援プラン≠晒別計園記載例  腰j  

卒挽 荒 良 巳  
避難支援プランの策定手順例  
（取壊磯間共有方式・同意方式の場合う  

革華支援制度の立案こ避難支擾フランの様式、  
自助■共助・公助の役割分担、関係楼閣共有  
方式により共有する珊報と同意方式により新  
たに収集・共有する情報・項目の整理）  

1  

瑞羞条割につい  
0（）常長酸  ／r   
弘は，粟撃砕露操漫宙・恕蹄瞥．廃の趣暫くこ艶筏L、隋鞄薦》こ登諾することを帝￥し  

渡す．詐た，私が展（了出た下記偲人情覇者苧がき主事災強敵鼠生螢猥．聖餐碍恕  
陰膳企．を宅介琵五重逼センター．涌読者．聖零礫」＝球たすること霞承諾し奈す  

関係橡間共有方式による情報共有  

一  
関係機伊井有方式で共有した情報を他国イ  
や住所頗にするなどし、避雑支蛭用に整理  

暮  
窮防団、自主防災組織、福祉関係者等への  
説明会   暮  
防災関係部鳥、福祉醐係部局、自主防災組  
繊、民生費最等による、要援護者本人からの  
†醐集洞意  

‾人ひとりの藍ンの掛猥 

√  

消防団、自主防災組楕、福祉罰係者等への  

鋭明金  一  ′  

・避難支援プランの消防団、自主防災相繊、権   
祉関係書等への配布、訓練   

・・以後、関係機関共有方式や同意方式を活用しつ  
つ、日常的に登録惰欄の更新を実施する。  

避難駄告等の伝達者！問合せ充  
00x xさん：8冶金駁会長〉むなお、00介註センターからも伝選予定   
戴 監壬防雪のため、FAX・盛徳的な伝達が必   

その他  
饅当している介経塚践率巣琶名．達観先琴∴  

■ l l ▼■ l‾■■－‾▲■  

一－－－｝W｝ 叫一」  
避難支線  く ・∴∴ ヤユ   ∵‾－   
慮L山一一一山一 瓢が 雷雨膵革嗣ン                                       1   山l・－さ■■■      ホ 

ールに注意   

‾ 冠水に淳欝  

避恕所の要害蛋蔑沓】濫 00さん．△ムさん、コ○さん   
砲祉塾生塞I階和室  

資料：「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成18年3月、災害時要援護者の避難対  

策に関する検討会）から抜粋  
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6 社会福祉施設、医療機関等との連携  

6．1福祉避難所の設置・運営にかかる連携強化  

ニl士キニ   l 道府県、市区町村は、専門的人材の確保や器材等の調達、緊急入所等蔓  
に関して、社会福祉施設、医療機関等の協力が必要となることから、  

らゆる機会を通じて平常時から連携を図っておく。  

仙也′！  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 平常時から社会福祉施設や医療機関等との連携を図るため、積極的に情  

報共有の場を設けることが重要である。  

○ 社会福祉施設等の関係団体・事業者間での協力体制の構築も重要である  

ことから、団休・事業者同士の協定締結など、事業者間の連携強化を促  

進する。  

○ 災害時において、福祉避難所での感染症の発生・拡大の防止、及び発症  

した場合の適切な対応を図るため、事前に医療機関等と協定を締結する  

など、平常時から医療機関等との連携強化を図る。  
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6．2 緊急入所等への対応  

一三 ∴；二主て∴二三・三・∴．云二∴こ・吏．1＿二・震．…言デ」ナ：責こ立言≒・ニー÷lt三∴ニキ‥ご。∴主き三．三二  
での避難生活が困難な要援護者については、緊急入所、緊急ショートス   

テイ等で対応する必要がある。このため、都道府県、市区町村は、緊急  

入所等が可能な施設を把握し、整理する。  

□ 社会福祉施設と事前に協議を行い、要援護者の緊急入所について協定を  

締結するなどの連携を図る。  

□ 要援護者の症状の急変等により医療処置や治療が必要になった場合は、   

医療機関に移送する必要があることから、平常時から医療機関及び関係   

団体との連携を図っておく。  

◆ 実施にあたってのポイント・留意点  

○ 緊急入所等については、受入可能施設の情報を整理・更新しておく。ま  

た、施設管理者と十分に調整の上、あらかじめ協定を締結しておくなど  

の準備をする。  

○ 域内の社会福祉施設で緊急入所等が対応困難になった場合を想定し、域   

外での緊急入所等の対応（方針や移送手段等）を検討しておく。  
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